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 国の一般会計補正予算(第２号) の概要
・物価高騰・賃上げへの取組 7兆8,170億円
・円安を活かした地域の「稼ぐ力」の回復・強化 3兆4,863億円
・「新しい資本主義」の加速 5兆4,956億円
・防災・減災、国土強靭化の推進、外交・安全保障環境の変化への
　対応など、国民の安全・安心の確保
・その他 4兆5,761億円

合計　28兆9,222億円

7兆5,472億円

事 業 名 国の令和４年度補正予算への対応

予 算 区 分 一般会計、港湾特別会計

総合計画の
体系

　　　（予　算　額）

担 当 課 名 下記のとおり 開 始 年 度 －

第１章～第３章、第５章～第８章 実施計画番号 －

款・
会計

担当課名 事業名 事業概要 事業費（千円）

 円安を活かした地域の「稼ぐ力」の回復・強化

農業振興課 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
「畜産クラスター計画」に位置付けられた地域
の中心的な経営体に対し、機械・施設等の整備
に係る経費の一部を支援するもの。

13,750

農林水産整備課 農業競争力強化基盤整備事業
山口県が実施する、ほ場整備や用排水施設等の
農業生産基盤の整備に対する負担を行うもの。

124,000

 防災・減災、国土強靭化の推進、外交・安全保障環境の変化への対応など、国民の安全・安心の確保

総
務
費

市街地開発課 安岡地区複合施設整備事業

安岡公民館、安岡支所の移転と併せ、園芸セン
ターの機能再編と図書館、コミュニティ施設が
一体となった複合施設、及び都市公園等を整備
するもの。

320,000

障害者支援課
障害児施設送迎車両安全装置導入等支援事
業補助金

児童発達支援センター、児童発達支援事業所及
び放課後等デイサービス事業所が運用する送迎
車両への安全装置導入等に対する支援を行うも
の。

20,000

幼児保育課 送迎用バス安全装置導入等支援金
私立幼保連携型認定こども園及び認可外保育施
設が運用する送迎用バスへの安全装置導入等に
対する支援を行うもの。

1,200

農
林
水

産
業
費

市場流通課 下関漁港南風泊地区高度衛生管理整備事業
南風泊地区の高度衛生管理型荷さばき所（卸売
市場）を整備するもの。

603,000

道路河川建設課 道路ストック老朽化対策事業
橋りょう長寿命化及び道路附属物（道路反射
鏡・道路照明）更新を行うもの。

109,200

公園緑地課 新総合体育館整備事業 新総合体育館の整備を行うもの。 1,000,000

建築指導課 盛土規制法基礎調査事業
宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区
域を指定するための基礎調査を行うもの。

5,820

学校トイレ快適化事業
老朽化した学校トイレの大規模改修を行うも
の。

202,399

学校空調設備整備事業 増加した学級等に空調設備の設置を行うもの。 25,210

港
湾

会
計

港湾局 港湾施設・海岸保全施設整備事業

国が行う新港地区の泊地（-12m）浚渫工、長
府・壇ノ浦地区から山陽地区の海岸保全施設整
備に対する負担金、及び山陽（王司）地区の堤
防改良工事を行うもの。

416,500

合　　計 2,841,079

農
林
水
産
業
費

土
木
費

民
生
費

教
育
費

学校支援課
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１　事業の概要・取組

２　事業の目標指標（活動指標）

３　参考情報

４ 予算情報

1,006,040

R4年度当初予算額(歳入：寄附金)：600,000千円、R4年度寄附見込額：1,000,000千円
⇒400,000千円増額に対する返礼品調達費用、配送料、ポータルサイト利用料等の
諸経費：212,575千円を補正

R4年度当初予算額(歳出：基金積立額)：180,000千円、R4年度見込額：360,000千円
⇒寄附額の増額に伴う積立金の増：180,000千円を補正

財

源

一般財源 499,807 499,804 392,575 892,379

その他特定財源
（財産収入）

68 71 71 157

市債

360,000 360,000

国庫・県支出金

470,950 563,500

その他事務費 21,500 21,500 40,000 61,500 82,697

主
要
な
経
費

委託料 298,375 298,375 172,575

基金積立金 180,000 180,000 180,000

年  度 R３予算 R５予定

事 業 費 499,875 499,875 392,575 892,450 1,006,197

ふるさとしものせき
応援寄附金額

千円 482,690 1,000,000 1,200,000

平成20年度

概　　要

　平成２０年度に創設された国のふるさと納税制度を活用した「ふるさと
しものせき応援寄附金」の周知ＰＲ、受付、出納、返礼品送付等の業務を
行う。また、寄附金の使途を明確化し、本市の課題や将来のまちづくりを
見据えた事業に活用していくため、基金への積立てを行う。
【寄附金額　R1:250,223千円、R2:519,889千円、R3:482,690千円】

令和4年度の
主な取組

　新たな商品開発による閑散期の底上げ及びＰＲ強化を図ったことによ
り、年間通しての寄附金額の増額及び新規寄附者を獲得することができ、
寄附金が当初予算の６億円から１０億円に増加する見込みである。

補正前 補正額 計

様式１（ソフト事業） 総合政策部

事 業 名 ふるさと納税業務

予 算 区 分 一般会計　総務費　総務管理費　企画費／ふるさとしものせき応援基金費

総合計画の体系 第１章　第４節　連携・交流の推進 実施計画番号 ー

担 当 課 名 企画課 開 始 年 度

最終（R６年度）

（単位：千円）
R４予算

1,500,000

指標説明 単位 R3(実績) R4 R5
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１　事業の概要・取組

２　事業の目標指標（活動指標）

３　参考情報

４ 予算情報

指標説明 単位 R3(実績) R4 R5 最終（R６年度）

（単位：千円）
R４予算

―

総合計画の体系 第３章　第１節　子ども・子育て支援の充実 実施計画番号 ー

担 当 課 名 こども家庭支援課 開 始 年 度

様式１（ソフト事業） こども未来部

事 業 名 １・２歳児・高校生等子育て応援給付金給付事業

予 算 区 分 一般会計　民生費　児童福祉費　児童措置費

令和4年度

概　　要

　子育て世帯への幅広い支援を行うために、国が行う「妊娠出産子育て支
援事業」のうち「妊娠・子育て伴走型相談支援事業」の対象であって「出
産・子育て応援ギフト支給事業」の対象でない1、2歳の子ども及び支援が
手薄な高校生等の子どもを対象に本市独自の経済的支援を行う。

令和4年度の
主な取組

・1、2歳の子どもの養育者に、子ども一人当たり10万円を給付
・高校生等の子どもの養育者に、子ども一人当たり2万円を給付

給付人数 人 ― 9,300 ―

年  度 R３予算 R５予定

事 業 費 428,000 428,000

補正前 補正額 計

主
要
な
経
費

補助金 418,000 418,000

事務費 10,000 10,000

国庫・県支出金 360,455 360,455

財

源

一般財源 67,545 67,545

その他特定財源

市債

1.給付対象の子ども ①令和2年4月1日～令和4年3月31日に生まれた子ども2,900人
　　　　　　　　 　②平成17年4月2日～平成20年4月1日に生まれた高校生等6,400人

　　　　　　　　　　※①②とも生活保護受給世帯除く
2.給付対象者　　　令和5年4月1日時点で下関市に住所を有する①②の養育者　
3.給付方法　　　　①児童手当の仕組が利用可能な世帯はプッシュ型：2,500世帯
　　　　　　　　　　公務員世帯等は要申請：400世帯
　　　　　　　　　②要申請：6,400世帯

4.申請受付期間    令和5年5月～令和5年8月

5.給付時期　　　　令和5年6月以降順次

6.その他　　　　　所得制限なし
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１　事業の概要・取組

２　事業の目標指標（活動指標）

３　参考情報

４ 予算情報

第７章　第１節　保健・医療の充実 実施計画番号 ー

様式１（ソフト事業） 保健部

開 始 年 度 令和4年度

指標説明 最終（R4年度）

概　　要

令和4年度の
主な取組

　電力・ガスの価格高騰の長期化による事業経費の増加が経営に影響を及
ぼしている市立病院等に対し支援を実施することで、引き続き市民へ安
心・安全で質の高いサービスを提供することができる体制を確保すること
を目的として、光熱費高騰に対する支援金を交付する。

　電力・ガスの価格高騰の長期化による事業経費の増加が経営に影響を及
ぼしている市立病院（地方独立行政法人を含む。）及び診療所に対し支援
金を交付する。

R3(実績)単位 R5R4

17,480

17,480 17,480

17,480

（単位：千円）

4

計
年  度 R３予算

R４予算
R５予定

補正前 補正額

交付対象施設数 4ヶ所

事 業 費

主
要
な
経
費

補助金

財

源

国庫・県支出金 17,480

市債

その他特定財源

17,480

　山口県における医療機関等光熱費高騰緊急対策支援事業の対象外である市立病院等に対
し、山口県の支援基準に準拠し、許可病床数（休床中を除く）に応じて積算した額を交付
する。

事 業 名

予 算 区 分

総合計画の体系

一般会計　衛生費　保健衛生費　保健衛生総務費

担 当 課 名 地域医療課

市立病院等光熱費高騰緊急対策支援事業

一般財源

下関市立市民病院　　 15,380千円（100千円＋40千円×382床）
下関市立豊田中央病院　1,900千円（100千円＋30千円×60床）
下関市立豊田中央病院殿居診療所　　100千円（無床診療所）
下関市立角島診療所　　　　　　　　100千円（無床診療所）

【支援基準】
　200床以上　 100千円＋1床あたり40千円
　200床未満　 100千円＋1床あたり30千円
　無床診療所　100千円

【交付額】
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１　事業の概要・取組

２　事業の目標指標（活動指標）

３　参考情報

補助額と利用者数の推移　（※補助対象系統のみ）

４ 予算情報

24,876 24,876

267,124

事 業 名

予 算 区 分

総合計画の体系

一般会計　土木費　都市計画費　交通対策費

担 当 課 名 交通対策課

公共交通機関整備推進業務
（廃止路線代替バス運行事業費補助金・地方バス路線維持費補助金）

一般財源 316,086 267,124 58,437 325,561

財

源

国庫・県支出金 28,228 24,876

市債

その他特定財源

事 業 費

主
要
な
経
費

廃止路線代替バス運行
事業費補助金
地方バス路線維持費
補助金

230,000 200,000 30,000 230,000 200,000

92,000114,314 92,000 28,437

344,314 292,000 58,437 350,437 292,000

120,437

（単位：千円）

14.2

計
年  度 R３予算

R４予算
R５予定

補正前 補正額

人口に対するバスの利用率 14.4 15.1％ 8.9

R4

 廃止路線代替バス運行事業費補助金（千円） 107,008 108,638 114,689 114,314 120,437

第５章　第２節　公共交通の整備 実施計画番号 ―

様式１（ソフト事業） 都市整備部

開 始 年 度 平成17年度

指標説明 最終（R10年度）

概　　要

令和4年度の
主な取組

　廃止路線代替バス運行事業費補助金として、過去に路線バス事業者が運
行していた路線の廃止に伴い、市が他の路線バス事業者に運行を依頼した
路線に係る経常欠損額を補助する。また、地方バス路線維持費補助金とし
て、国庫補助対象路線等の運行に係る経常欠損額を補助する。

　新型コロナウイルスの影響により、利用の低迷が続く路線バス事業者で
は、経常欠損額が当初見込みを上回り、当初予算に不足が生じたため、増
額補正を行うもの。

R3(実績)単位 R5R4

H30 R1 R2 R3

1,951,121 　利用者数（人）　※他市区間含む 1,656,654 1,656,575 1,573,010 1,288,899

107,888

 地方バス路線維持費補助金（千円） 208,896 214,571 230,000 230,000 230,000

 　利用者数（人）　※他市区間含む 153,706 152,319 123,310 116,316
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１　事業の概要・取組

２　施設の概要、計画等
元利金債積算根拠
新港地区港湾関連用地造成事業 　市債発行総額　2,915,000千円
①令和４年度　満期一括償還額　　588,100千円
②令和４年度　償還済額　　　　　　　　0千円
③未償還額（①-②）　　　　　　 588,100千円（元利金債発行額）

３ 予算情報

一般財源

その他特定財源
（財産収入）

161,741 597,336 ▲ 589,899 7,437 954,897

市債 111,600 588,100 588,100

長期資金利子 1,796 2,021 ▲ 164 1,857

948,704271,545 593,511 169 593,680

6,193

財

源

国庫・県支出金

主
要
な
経
費

長期資金定時償還元金

長期資金繰上償還元金 1,804 ▲ 1,804

273,341 597,336 ▲ 1,799 595,537

開 始 年 度

（単位：千円）

954,897

補正前

経営課

年  度 R３予算
R４予算

R５予定

事 業 費

補正額 計

令和3年度

概　　要
　長州出島産業振興用地の分譲において、土地造成の財源に充てた臨海土
地造成事業債の満期一括償還金に相当する土地の売却に至らなかったた
め、償還財源として元利金債を発行することにより資金調達するもの。

令和4年度の
主な取組

長州出島産業振興用地
内定中(令和５年１月末現在）物流ゾーン（残６区画）　３区画
　　　　　　　　　　　　　 産業ゾーン（残１０区画）１区画

担 当 課 名

第５章　第６節　港湾の振興 実施計画番号 ―

様式２（ハード事業・その他） 港湾局

事 業 名 元利金債の発行

予 算 区 分 臨海土地造成事業特別会計　市債　市債　臨海土地造成事業債

総合計画の体系

内定中

内定中

内定中

内定中

■満期一括償還スケジュール（令和５年１月現在） （単位：千円）

年度末未償還元金 元金 利子 合計

令和元年度 1,960,561 954,439 2,057 956,496

令和２年度 1,895,245 65,316 1,771 67,087

令和３年度 1,623,700 271,545 1,668 273,213

令和４年度 1,035,600 588,100 1,560 589,660

令和５年度 116,000 919,600 1,063 920,663

令和６年度 0 116,000 140 116,140

合計 2,915,000 8,259 2,923,259
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